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■コーディネーター

　北東アジア経済発展国際会議実行委員長、ERINA理事長 吉田進

■パネリスト

　中国・吉林大学副校長 王勝今

　駐中国モンゴル国大使 G. バトスフ

　韓国・中央大学校碩座教授 アン・チュンヨン

　ロシア・ハバロフスク地方副知事 ウラジミル・スィルキン

　北東アジア研究交流ネットワーク副代表幹事、前・総合研究開発機構（NIRA）理事長

 塩谷隆英

総括セッション：政策提言とパネルディスカッション

吉田進（ERINA理事長）

　きょうの午前中に経済発展戦略

会議を開き、各分科会の意見を聞

き、その真髄とも言うべき政策提

言をまとめた。総括セッションで

はこの政策提言を紹介し、その後、

各国を代表して登壇した方々からコメントをいただく。

政策提言（107ページ参照）

吉田進

　まず第１ラウンドでは、政策提言への感想や政策提言を

どのように実行していくかに焦点を当て、それぞれの立場

からのご意見を伺いたい。

王勝今（吉林大学副校長）

　５つのポイントを話したい。

　第１に、北東アジア経済開発ビ

ジョンは５カ国・地域の共同編集

によるというこれまでにない成果

であり、客観的に評価されうる。

また、７つの主要協力分野の現状と展望を明らかにし、非

常に有意義なものとなった。さらに、関係分野の政策提言

も各国・地域の現状を踏まえたもので、実効性がある。５

カ国・地域の共同認識といえるものであろう。

　第２に、ビジョン報告書の中国部分では主に東北振興政

策と北東アジア経済協力をテーマに、その相互関係を述べ

た。つまり東北振興政策が北東アジア地域協力にどういう

インパクトを与えるか、東北三省が北東アジア地域協力に

参加することがいかに振興政策を活性化するかを明らかに

した。

　第３に、図們江輸送回廊は北東アジア諸国のインフラと

密接な関係を持っており、各国とも非常に注目している。

中国・吉林省の第11次５カ年規画でもこの輸送回廊と密接

な高速道路計画があり、進展が見られるようになった。

　第４に、北東アジアには豊かな観光資源がある。観光分

野は非常に将来性があり、今後は海上航路の開設と結びつ

いて総合的な促進が期待される。

　第５に、域内の文化交流も推進したい。経済協力の進展

に伴い、異文化間の相互理解もますます必要になる。文化・

教育・科学技術面での協力を強めることは、各国間の相互

理解と友好関係を深め、経済交流の推進にも寄与すること

になる。

G. バトスフ（駐中国モンゴル国

大使）

　政策提言に私も賛同する。北東

アジアにようやくビジョンが生ま

れた。この地域において共同体を

形成しようということだ。モンゴ

ルにおける経済的な優先分野は、ビジョンの７つの主要協

力分野と合致している。

　モンゴルは図們江輸送回廊の実現を待つ一方で、中国東

北の鉄道システムと接続して海に至るため、遼寧省錦州港

と東モンゴルが接続する可能性もある。この提案があるか

らといって図們江輸送回廊への関心が減じるわけではな

い。モンゴルの輸送状況にとってネットワーク化は大きな

意味がある。

　モンゴルは潜在的に観光資源が豊富である。北東アジア

各国の努力で観光ポテンシャルの開発が進んでいる。観光

マスタープランのドラフトが北東アジア国際観光フォーラ

ム（IFNAT）によって策定された。このプランへの関与
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はモンゴル政府の政策とも合致している。共同で観光プロ

グラムを策定していくべきである。

　モンゴルは２つのCO2生産国に挟まれている。CO2はモ

ンゴルにとっても他の国にとっても大きな懸念材料であ

り、モンゴルは積極的にCDMを推進しようとしている。

環境はモンゴルにとって重要な課題であり、黄砂の問題が

近隣諸国に影響を及ぼしている。北東アジア５カ国政府の

共同努力で、ゴビや内モンゴルでの対策を進めることが望

まれる。

　北東アジア経済共同体については、多国間の調整が必要

となる。北東アジアの経済協力は市場原理に頼ってきた。

他の地域に比べ制度化されてこなかった。政治的な努力や

意思決定が必要だ。２国間の努力も大きな役割を果たすよ

うになってきている。中蒙間では経済連携が増え、中期的

な経済連携プログラムや貿易枠組み協定が話し合われてい

る。北東アジア経済共同体、経済統合に貢献することにな

ろう。

　ここで注意を喚起したいことは、この地域の中央政府や

地方政府は、政策調整をできるだけ速やかに行わなければ

ならない。市場原理や経済システムによって経済統合の条

件も整ってきているが、それでも政治的指導力が必要だ。

日中韓首脳会談が１月に再開された。さらにモンゴル、ロ

シア、場合によっては北朝鮮を含めた首脳会談も検討され

ることを期待する。

アン・チュンヨン（中央大学校碩

座教授）

　経済開発ビジョン策定は、北東

アジア経済共同体につながる成果

が示されたものと、感謝したい。

　韓国が提案している北東アジ

ア・ビジネスハブ構想は韓国の重要なアジェンダであり、

私自身、大統領委員会でこの問題を担当した。韓国はオー

プンで透明な経済体制を目指し、外資・多国籍企業が入っ

てくるような流通面、金融面でのハブを目指している。こ

の構想は韓国が日本や中国の経済力を凌駕したいというも

のでは決してなく、その主眼は大陸経済（中国）と海洋経

済（日本）にはさまれた地理的な位置を活用しようという

ものだ。半島国家として、この２つの国をリンクする重要

な役割があり、ロシア極東も結んだ輸送網を提供すること

ができれば、素晴らしいビジネスハブとなろう。オープン

な地域主義、ネットワーク型経済という考えに基づいた構

想である。

　韓国としては、北東アジア共同体という考え方の中に北

朝鮮をいかに引き込むことができるかが非常に大切だ。南

北鉄道をつなげることができれば非常に有効だ。北東アジ

ア共同体の枠組みの中で、北朝鮮としてもほかに選択肢は

ない、門戸を開かなければならないと考えるようになるだ

ろう。日本には拉致問題があることも認識しているが、共

同体というコンセプトの傘に北朝鮮を入れることが可能で

はないかと思う。

　北東アジアにおける金融面での協力はマクロ経済で見て

必要であり、中央政府が扱うべき問題だ。FTAも中央政

府が議論する。中央政府でなければ対応できない問題があ

る。７つの分野で開発金融も指摘されている。プライベー

ト・ローン、ソフト・ローン、ハード・ローン、パブリック・

ローンなどを思い浮かべるが、「開発金融」を分科会C- １

で議論した「外資誘致」と置き換えてみてはどうだろう。

　環境問題については、バトスフ大使と同様、黄砂の問題

での協力が大切だ。シンボル的なプロジェクトになろう。

　こうした提案をいかに実行するか。次の一歩として何を

計画するか。民間部門でモニタリングするとか、各国政府

で小委員会をつくって７分野の進展を期待するとか、具体

案を考えることが次のアジェンダだと思う。この意味で政

府の活動も必要だが、官民パートナーシップも欠かせない。

　最後に私の立場で申し上げれば、韓国は透明でグローバ

ル化した経済体制を構築しようとしている。アジア金融危

機の影響で銀行、企業、政府のリストラや労働改革などを

進めてきた。政府、公的機関がクロスボーダーの貿易・投

資をどう促進することができるか。たとえばeガバメント、

eカスタムサービスなど、電子サービスで先行する国もあ

るだろう。そうした国の経験を分かち合うことが望ましい。

国境を越えた自由なモノやサービスの流れを実践している

例を学びあいたい。

ウラジミル・スィルキン（ハバロ

フスク地方副知事）

　ロシア極東・東シベリア発展の

新しいアプローチ、方向性に関す

る情報を提供したい。

　ここ数年、実業界、中央政府、

地方政府から極東地域の発展への関心が高まっている。昨

年末から今年初めにかけて、プーチン大統領が下したいく

つかの決定は極東地域発展戦略の基礎となっている。まず、

フラトコフ首相を議長とする極東社会経済発展国家委員会

が設立された。また、「極東・ザバイカル地域の社会的・

経済的発展に関する連邦プログラム」を修正し、2025年ま

でとすることを訓示した。この主な目的は、地域における

効率的な経済コンプレックスの創造、国民経済における地

域の役割の確保、地域経済とAPEC経済の統合の３つで、
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この３つ目には、輸出の増大と多角化、隣国との互恵協力

の発展、外国企業との技術的な共同・統合の発展が見込ま

れている。

　ロシア経済は最近、高い成長を見せている。その理由は、

石油・ガス開発プロジェクト、あるいはソビエト時代に基

礎のあるプロジェクトに関連している。この成長のテンポ

を確かにするには、国内の経済補完の拡大が必要であり、

北アジア・ロシアに拡大する必要がある。ロシア科学アカ

デミーシベリア支部が提出した新しいアイデアが、北緯度

経済ベルト構想だ（図１）。将来、いくつかの生産・輸送ゾー

ンが設置される予定で、シベリア・極東のほとんどの地域

をカバーする。すでにロシア国内外の多くの企業が関心を

示している。

　そのパイロット・プロジェクトとみなされているのが、

クラスノヤルスク地方のニジネアンガルスク・ゾーン、南

ヤクーチャのゾーン、チタ州の北部チタゾーン、ハバロフ

スク地方のワニノ・ソヴェツカヤガヴァニ・ゾーンだ。こ

れらのゾーンには埋蔵天然資源が集中している。たとえば

南ヤクーチャのゾーンではエリガ炭田の開発プロジェクト

の実施が見込まれ、ワニノ港を経由してアジア太平洋へ送

られる。ワニノ・ソヴェツカヤガヴァニのゾーンはハバロ

フスク地方のロジスティクス・ハブの役割を果たしており、

内外の企業が興味を示している。チタ州のゾーンには大型

の石油、ポリメタル、ウランの確認埋蔵地があり、ロシア

大手企業の注目の的となっている。

　この地域は天然資源の開発だけで発展するものではな

く、大型産業コンプレックスなど、製造業のポテンシャル

を生かさなければならない。たとえば極東地域南部では、

ブラゴヴェシェンスク市、ハバロフスク市、コムソモル

スク・ナ・アムーレ市、ウスリースク市、ウラジオストク

市、ナホトカ市など重要な産業センターを環状に結び、北

東アジアとのコンタクト経済ゾーンの設置が見込まれてい

る（図２）。提案者はこの会議にも参加しているミナキル・

アカデミー会員だ。

　極東地域の発展は民間と国家とのパートナーシップに基

づく。そのための条件づくりとして、インフラのプライオ

リテイと民間ビジネスとの利害調整メカニズムの形成、新

しい大型ビジネスプロジェクトへの民間投資の導入が挙げ

られる。

　昨年10月にハバロフスク市で行われた国際経済フォー

ラムでは、ロシア極東地域振興のコンセプトが討議され

た。フォーラムを主催したイシャーエフ・ハバロフスク地

方知事は、ロシア極東地域振興戦略のマクロ評価を報告し

た。極東地域振興のために新プロジェクトを導入しないと

GDPの成長テンポは目に見えて遅くなり、2010年で５％、

2020年にはおよそ２％の成長率になってしまう。フォーラ

ムで提案されたプロジェクトを実施すれば７～８％のテン

ポで成長することができる。

　プロジェクト実現のためには膨大な投資、我々の考えで

は2,300億ドル以上の投資が必要だ。その場合、GDPは300

億ドル増加し、返済期間は７年、平均収益率は12～13％が

見込まれる。このGDP増加の効果と、プロジェクト以外

の経済発展を含めた全体的な効果は、2010年で地域GDP

の10％、2015年で26％、2020年で44％となろう。全体投資

額は3,700億～3,800億ドルで、プロジェクト関連投資はそ

の内の60％に相当する。

　その財源は、750億ドルは地域経済そのものの純利益・

減価償却、300億ドルは住民貯蓄、500億～550億ドルは中央・

地方政府予算、1,500億～1,600億ドルは投資、その他15～

18％は海外からのローンである。

（図１）

（図２）
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　ハバロフスク国際経済フォーラムで討議された大きなプ

ロジェクトは主に天然資源の開発と加工に関連するもの

で、40～45％が石油・ガス分野、20～22％が地質調査、

15～16％がエネルギー産業、10％が輸送関連となった。

　ロシア極東地域では、ヤクーチヤ（サハ共和国）、沿海

地方、サハリン州、ハバロフスク地方それぞれで、新しい

地域発展戦略の作成作業が始まっている。

塩谷隆英（北東アジア研究交流

ネットワーク副代表幹事）

　北東アジア経済開発ビジョンの

取りまとめに敬意を表したい。

　私は、北東アジアの持続可能

な開発を進めるプロセス、国際

協力を通じて、経済の相互依存関係が一層深まり、EUや

NAFTAに匹敵するような一大経済統合地域、すなわち北

東アジア経済共同体とも言うべき経済圏が形成されると思

う。日中韓FTAの締結、投資協定の締結というようなも

のが実現すると、この経済共同体がいっそう強固なものに

なっていくと思う。こうした経済交流を通じて、北東アジ

アの人々がアジア市民意識を共有するようになり、政治的

緊張が緩和し、その先には北東アジアコミュニティができ

るものと確信している。

　各論で言いたいことはたくさんあるが、ここでは一つに

絞る。北東アジアの持続可能な開発を進めるためには、国

境を越えるハード・ソフト両面のインフラストラクチャー

を国際協力によって構築することが必要だ。その意味で、

物流分科会で議論された北東アジア輸送回廊ビジョンの成

果が一日も早く実施に移されることを期待する。

　次の段階として、私は、北東アジア全域の物流・人流を

含めた総合交通体系のビジョンを地域の研究者が共同で研

究することが必要だと思っている。

　北東アジアはEUやNAFTAに比べ、海上交通の占める

割合が高い。オホーツク海から日本海、黄海、東シナ海に

及ぶ海域は地中海同様、古代から交流の場であった。一時、

争いの海になるという不幸な時期もあったが、この海をノ・

ムヒョン大統領が言うように真の平和の海にするのは我々

の世代の責務だ。

　その意味で、北東アジアフェリー航路の推進体制ができ

たのは大変喜ばしい。一つだけ指摘したいのは、日本側の

連携体制だ。日本海沿岸地域はその昔、北前船が北方の物

資を上方に運び、京都の文化を各都市に伝え、小京都と言

われる魅力的な都市をつくり上げた歴史が存在する。新潟

も、秋田、酒田、富山、金沢、福井なども、豊かな文化の

蓄積のうえに発展してきた。北東アジアフェリー航路に、

これらの港湾都市が連携するようにしていけば、21世紀の

北前船が出現することになろう。そして韓国、中国、ロシ

ア、モンゴルにも同様の都市の参加を求め、都市連携を構

築していけば、日本海沿岸地域に各国の文化が融合した新

しい都市が出現することになると思う。

　王勝今先生が「域内文化交流が重要だ」と述べたように、

異文化の相互理解こそコミュニティ形成の最大の武器にな

る。そうなったときに、真の平和の海が出現することにな

るだろう。私はこの海を、三島由紀夫の小説にあるが、「豊

饒の海」と名付けたい。

吉田進

　第２ラウンドは、若干の補足意見をお願いしたい。まず

王勝今先生に、北東アジアにおける農業をどう進めていく

か、また、労務輸出・合作についての考えを伺いたい。

王勝今

　北東アジアに制度的な協力組織がまだなく、そのことが

困難な段階では、可能性のある分野において、実際的な

協力と交流を現実的な目標として推進すべきだと考えてい

る。

　たとえば農業分野の国際交流がその一つだ。中国東北振

興政策の中で農業振興が大きく取り上げられ、東北三省は

中国における食糧生産地だが、農業を振興するには近代的

な農業技術が必要で、そのための国際協力が欠かせない。

また、農業は北東アジアの地域的特徴の一つでもある。こ

れまでの国際協力では無視されたような感じがある農業・

食糧問題だが、北東アジア共同体構想の中でも大切な分野

であろう。

　21世紀に入って北東アジア各国の人口構造が大きく変化

し、その結果が労働力の供給関係にも影響してきている。

北東アジア各国に異なった人口パターンがあり、10年先、

20年先にどうなるかを考えると、北東アジアにおける労働

市場の補完関係は重要なテーマだ。国によって過剰と不足

が同時進行し、地域の労働力問題となっている。また、

労働力を一つの資産として生かすことも地域協力の大きな

テーマとなる。研修制度、技術交流、人材育成の協力が望

まれる。

吉田進

　ロシアでも人口の減少は大きな不安材料になっている。

その対応策について、スィルキン副知事にお伺いしたい。

ウラジミル・スィルキン

　極東地域はここ10年間、どの地域よりも人口減少が大き

く、労働力問題をはじめ複雑な局面にある。極東地域の発

展戦略にはさまざまな形があり、労働力を利用しない効率

的なプロジェクトによっても発展は可能であろう。しかし
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決してそれは望ましいものではない。大統領も、ロシア政

府も、地方政府も人口問題では頭を悩ませている。

　さまざまなアプローチが検討され、たとえばCIS諸国か

らのロシア人の導入がハバロフスク地方でも始まった。中

国からの熟練労働者の導入も、中国側との適切な努力が必

要だ。外国人労働力の導入は極東にとって極めて大切な問

題になっている。

吉田進

　フロアからの質問、意見を受け付けたい。

松野周治（立命館大学教授）

　日中韓FTAの促進について、私も同感だ。それを実現

する手立てについて、まず質問したい。もう一点、京都で

は舞鶴港の物流シンポジウムを行っているが、地域間の海

上交通の協力について具体的な提案をお聞きしたい。

アン・チュンヨン

　日中韓はASEANとのFTAを考えており、ASEANがハ

ブの役割を果たすようにもなる。３カ国間のFTAはあま

り進展しておらず、日中韓の間で何らかのメカニズムを開

発し、財やサービスの流れを促進しなければならない。民

間部門の取引を促進する上で、中国の国有企業の民営化も

重要なテーマであり、こうした基礎づくりが必要だ。

　一つの大きなやり方として、２国間FTAのコンビネー

ションがある。たとえば韓国がまず日本と、次に中国と

FTAを結び、そしてこの２つを合わせるというシナリオ

が考えられる。現時点であまり具体的なアイデアはないが、

３カ国が対話を続け、政府レベルでの共同研究も継続する

ことだ。より踏み込んだ実施戦略の検討も始めていいだろ

う。

三橋郁雄（ERINA特別研究員）

　昨日、北東アジアフェリー航路が寄港する４カ国５首長

会議を開いた。互いが信頼関係で結ばれるための共同作業

として、航路運営を成し遂げようと合意した。舞鶴もこの

流れの中に入ってくるだろう。我々は試金石として北東ア

ジアフェリー航路を行うが、今後は、バルト海のように網

の目のような航路ネットワークが日本海にも出てくるだろ

う。

吉田進

　新潟だけがフェリー航路を独占するつもりはなく、港湾

都市間の横の連絡が大切だ。

　総括セッションでのディスカッションは、政策提言の内

容を深く認識する上で大変有意義であった。この政策提言

をそれぞれの方が自国に持ち帰り、関係機関・研究者など

に働きかけ、その輪を大きくしていただきたい。ERINA

でも、この成果をもって東京で政策提言セミナーを開くな

ど、広く紹介していく。その過程でさらに各国と連携しな

がら、協力関係を強化していきたい。

総括セッション要旨

　全体会議の最後に行われた総括セッションでは、政策提

言を発表し、それを基に北東アジア各国代表によるパネル

ディスカッションを行った。

　政策提言は、その日午前中の経済発展戦略会議での関係

者協議を経て、北東アジア経済発展国際会議実行委員会か

ら発表された。その骨子は、前日に行われた６つの分科会

からの提言に加え、2004年から山澤逸平・国際大学前学長

を座長に、北東アジア経済会議とERINAとの共同作業で

策定された「北東アジア経済開発ビジョン」からの提言で

構成された。

　パネルディスカッションでは、北東アジア経済開発ビ

ジョンの完成を歓迎し、政策提言を前向きに捉える意見が

大勢を占めた。

　中国・吉林大学の王勝今副校長は、５カ国・地域の共同

編集による北東アジア経済開発ビジョンの客観性を評価

し、図們江輸送回廊における進展に注目した。さらに、中

国の東北振興政策と北東アジア経済協力の相互作用につい

て言及し、観光と文化交流の促進に今後の期待を寄せた。

　ガルサン・バトスフ駐中国モンゴル国大使は、政策提言

に賛同し、北東アジア共同体の形成に向けたビジョンと位

置づけた。北東アジア経済開発ビジョンの７つの主要分野

はモンゴルの経済優先分野と一致しているとし、中でも海

に至る輸送ネットワーク、CDM、黄砂問題の協力推進を

呼びかけた。さらに北東アジア経済共同体に向けた考え方

として、２国間ベースの努力の有効性、多国間の政策調整

を進める政治的意思の重要性を訴えた。

　韓国・中央大学校のアン・チュンヨン碩座教授は、北東

アジア経済共同体につながる成果であるとして北東アジア

経済開発ビジョンを歓迎した。オープンな地域主義に基づ

き北東アジア・ビジネスハブ構想を進め、大陸経済と海洋

経済を結ぼうとする韓国の立場を説明し、北東アジア共同

体というコンセプトへの北朝鮮の参入に期待を込めた。ま
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た、政策提言の課題として、開発金融を外資誘致に置き換

えて検討してみること、次の一歩を進めるための官民パー

トーナシップなどを提起した。

　ロシア・ハバロフスク地方のウラジミル・スィルキン副

知事は、ロシア極東・東シベリアの発展方向に関する情報

として、フラトコフ首相を議長とする極東社会経済発展国

家委員会の設置、2025年まで延長される極東・ザバイカル

地域長期発展プログラムを取り上げた。高成長が続くロシ

ア経済の中で、ロシア東部においてはエネルギー開発だけ

でなく、製造業のポテンシャルを生かすことの重要性を強

調し、そのための振興プロジェクトや投資計画の構想を紹

介した。

　総合研究開発機構（NIRA）の前理事長で北東アジア研

究交流ネットワーク副代表幹事の塩谷隆英氏は、北東ア

ジア経済共同体を経て、その先には北東アジアコミュニ

ティーが形成されるであろうとの確信を表明した。政策提

言では特に、図們江輸送回廊の成果とその実施を期待し、

北東アジアフェリー航路に多くの港湾都市が連携する「豊

饒の海」の姿を提示した。

　コーディネーターのERINA吉田進理事長は、２順目の

テーマとして北東アジアにおける農業・食糧問題、人口と

労働力移動の問題を取り上げ、王氏とスィルキン氏の補足

意見を交え、この面での国際協力への関心を喚起した。最

後に、政策提言の役割について言及し、会議参加者がそれ

ぞれの国で政策提言を紹介し、関係機関に働きかけ、その

過程でさらに連携と協力を強化しようと呼びかけた。

［ERINA調査研究部長　中村俊彦］


